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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第158期

第３四半期
連結累計期間

第159期
第３四半期
連結累計期間

第158期

会計期間

自　2018年
　１月１日
至　2018年
　９月30日

自　2019年
　１月１日
至　2019年
　９月30日

自　2018年
　１月１日
至　2018年
　12月31日

売上高
(百万円)

258,713 261,962
349,403

(第３四半期連結会計期間) (90,228) (94,628)

税引前四半期(当期)利益 (百万円) 27,250 24,862 35,658

四半期(当期)利益 (百万円) 23,579 18,690 29,783

親会社の所有者に帰属する
四半期(当期)利益 (百万円)

19,936 16,950
25,606

(第３四半期連結会計期間) (6,000) (8,260)

親会社の所有者に帰属する
四半期(当期)包括利益

(百万円) 18,787 16,822 18,459

親会社の所有者に帰属する持分 (百万円) 191,412 202,082 191,108

資産合計 (百万円) 353,088 358,337 355,365

基本的１株当たり
四半期(当期)利益 (円)

68.60 58.31
88.11

(第３四半期連結会計期間) (20.65) (28.42)

希薄化後１株当たり
四半期(当期)利益

(円) 68.51 58.24 87.99

親会社所有者帰属持分比率 (％) 54.2 56.4 53.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 15,567 18,150 31,879

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △5,835 △15,841 △8,989

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △8,470 △10,089 △8,754

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 92,570 97,037 104,972
 

(注)１　当社は要約四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　上記指標は、国際財務報告基準(IFRS)により作成した要約四半期連結財務諸表及び連結財務諸表に基づいて

おります。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。　
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等又は、前

事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

(1) 経営成績の状況

当第３四半期の経営成績は、売上高2,619億６千２百万円（前年同期比1.3％増、為替変動の影響を除いた実質前

年同期比1.6％増）、事業利益235億８千３百万円（前年同期比12.8％増）、営業利益238億３千万円（同9.1％

減）、親会社の所有者に帰属する四半期利益169億５千万円（同15.0％減）となりました。

当社グループは、中期経営計画「ＬＩＶＥ(ライブ)計画（LION Value Evolution Plan）」の基本戦略である、

「新価値創造による事業の拡張・進化」、「グローカライゼーションによる海外事業の成長加速」、「事業構造改

革による経営基盤の強化」、「変革に向けたダイナミズムの創出」にもとづく施策を推進しています。

国内事業では、ハミガキ、ハブラシ、洗濯用洗剤、柔軟剤、台所用洗剤、点眼剤等において新製品を導入し、お

客様の共感につながるマーケティング施策により育成を図るとともに、消費税増税前の駆け込み需要にも対応しま

した。

海外事業では、洗濯用洗剤等のホームケア分野、オーラルケア、ビューティケア等のパーソナルケア分野におい

て、事業規模の拡大を図りました。

 
[経営成績の概況]

 当第３四半期（百万円） 前第３四半期（百万円） 増減率

売上高 261,962 258,713 1.3％

事業利益 23,583 20,913 12.8％

営業利益 23,830 26,207 △9.1％

親会社の所有者に帰属する四半期利益 16,950 19,936 △15.0％
 

(注)事業利益は、売上総利益から販売費及び一般管理費を控除したもので、恒常的な事業の業績を測る当社の利益指標です。
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[セグメントごとの経営成績]

 売上高 セグメント利益（事業利益）

 
当第３四半期
（百万円）

前第３四半期
（百万円）

増減率
当第３四半期
（百万円）

前第３四半期
（百万円）

増減率

一般用消費財事業 176,046 169,539 3.8％ 15,968 13,194 21.0％

産業用品事業 40,959 42,365 △3.3％ 1,177 1,899 △38.0％

海外事業 77,506 80,555 △3.8％ 5,636 5,218 8.0％

その他 24,891 24,665 0.9％ 949 1,108 △14.3％

小計 319,404 317,126 0.7％ 23,732 21,419 10.8％

調整額 △57,441 △58,413 ― △148 △506 ―

合計 261,962 258,713 1.3％ 23,583 20,913 12.8％
 

 

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

なお、セグメントごとの経営成績については、セグメント内及びセグメント間の内部売上高を含んでおります。

 

① 一般用消費財事業

当事業は、「オーラルケア分野」、「ビューティケア分野」、「ファブリックケア分野」、「リビングケア分

野」、「薬品分野」、「その他の分野」で構成されています。全体の売上高は、消費税増税前の駆け込み需要もあ

り、前年同期比3.8％の増加となりました。セグメント利益は、前年同期比21.0％の増加となりました。

　

 当第３四半期（百万円） 前第３四半期（百万円） 増減率

売上高 176,046 169,539 3.8％

セグメント利益（事業利益） 15,968 13,194 21.0％
 

　

[売上高の分野別状況]

 当第３四半期（百万円） 前第３四半期（百万円） 増減率

オーラルケア分野 47,558 41,890 13.5％

ビューティケア分野 17,218 15,840 8.7％

ファブリックケア分野 46,355 44,766 3.6％

リビングケア分野 14,565 12,633 15.3％

薬品分野 19,727 21,839 △9.7％

その他の分野 30,620 32,569 △6.0％
 

 

（オーラルケア分野）

ハミガキは、弱くて敏感な歯の根元までケアし、“大人のための予防歯科”の実践をサポートする「クリニカア

ドバンテージ NEXT(ネクスト) STAGE(ステージ) ハミガキ」を発売するとともに、歯周病（歯肉炎・歯周炎）予防

や歯を白くするなど、８つの機能がはたらく新製品「システマ ハグキプラス プレミアムハミガキ」がお客様のご

好評をいただき、全体の売上は前年同期を大幅に上回りました。

ハブラシは、「システマ ハブラシ」が好調に推移する中、力の入れ過ぎを音で知らせ、ブラッシング圧をコン

トロールできる「クリニカアドバンテージ NEXT(ネクスト) STAGE(ステージ) ハブラシ」を発売し、全体の売上は

前年同期を大幅に上回りました。

デンタルリンスは、「NONIO(ノニオ) マウスウォッシュ」が好調に推移し、全体の売上は前年同期を大幅に上回

りました。
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（ビューティケア分野）

ハンドソープは、「キレイキレイ薬用泡ハンドソープ」が好調に推移し、全体の売上は前年同期を大幅に上回り

ました。

ボディソープは、昨年泡タイプを追加した「hadakara(ハダカラ) ボディソープ」が好調に推移し、全体の売上

は前年同期を大幅に上回りました。

制汗剤は、ナノイオン制汗成分が汗の出口にフタをして、足汗が出る前にブロックする新製品「Ban(バン) 汗ブ

ロック 足用ジェル」を発売しましたが、「Ban(バン) 汗ブロックロールオン」シリーズが前年同期を下回り、全

体の売上は前年同期を下回りました。

　

（ファブリックケア分野）

柔軟剤は、消臭成分が繊維の奥まで入り込み、しっかり吸着する「ソフラン プレミアム消臭」、 “咲きたてア

ロマ製法”を新たに採用し、好きな香りが注いだときから脱ぐときまでずっと変わらずに続く「ソフラン アロマ

リッチ」をそれぞれ改良発売し、お客様のご好評をいただき、全体の売上は前年同期を上回りました。

洗濯用洗剤は、超コンパクト液体洗剤「トップ スーパーNANOX(ナノックス)」が好調に推移する中、消臭科学か

ら生まれた新製品「トップ スーパーNANOX(ナノックス) ニオイ専用」を発売し、お客様のご好評をいただきまし

たが、おしゃれ着洗いの「アクロン」が前年同期を下回り、全体の売上は前年同期比微減となりました。

　

（リビングケア分野）

台所用洗剤は、新たに酵素を配合し、こびりつき汚れもつけおき洗いでラクに落とせる新製品「CHARMY(チャー

ミー) Magica(マジカ) 酵素＋(プラス)」がお客様のご好評をいただきましたが、全体の売上は前年同期比微減と

なりました。

住居用洗剤は、浴室用カビ防止剤「ルックプラス おふろの防カビくん煙剤」が好調に推移するとともに、昨年

発売した浴室用洗剤「ルックプラス バスタブクレンジング」がお客様のご好評をいただき、全体の売上は前年同

期を大幅に上回りました。

　

（薬品分野）

解熱鎮痛薬は、「バファリン プレミアム」が順調に推移する中、新製品「バファリンライト」を発売し、全体

の売上は前年同期を上回りました。

点眼剤は、「スマイル４０ プレミアムＤＸ(ディーエックス)」や「スマイル４０ メディクリアＤＸ(ディー

エックス)」などの新製品がお客様のご好評をいただき、全体の売上は前年同期を上回りました。

　

（その他の分野）

通信販売商品は、「ナイスリムエッセンス ラクトフェリン」が前年同期を下回り、全体の売上は前年同期を下

回りました。

ペット用品は、猫用トイレの砂「ニオイをとる砂」が順調に推移するとともに、オーラルケア用品が好調に推移

し、全体の売上は前年同期を上回りました。

　

② 産業用品事業

当事業は、タイヤの防着剤等を取り扱う「自動車分野」、２次電池用導電性カーボン等の「電気・電子分野」、

施設・厨房向け洗浄剤等の「業務用洗浄剤分野」等で構成されており、全体の売上高は、前年同期比3.3％の減少

となりました。セグメント利益は、前年同期比38.0％の減少となりました。

　

 当第３四半期（百万円） 前第３四半期（百万円） 増減率

売上高 40,959 42,365 △3.3％

セグメント利益（事業利益） 1,177 1,899 △38.0％
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自動車分野では、自動車部品用カーボンが順調に推移し、全体の売上は前年同期を上回りました。

電気・電子分野では、市況の悪化により半導体搬送材料向け導電樹脂が前年同期を下回り、全体の売上は前年同

期を下回りました。

業務用洗浄剤分野では、厨房向け消毒用アルコールやハンドソープが好調に推移し、全体の売上は前年同期を上

回りました。

　

③ 海外事業

海外は、タイ、マレーシア等の東南アジア、韓国、中国等の北東アジアにおいて事業を展開しております。全体

の売上高は、前年同期比3.8％の減少（為替変動の影響を除いた実質前年同期比は2.5％の減少）となりました。セ

グメント利益は、前年同期比8.0％の増加となりました。

 

 当第３四半期（百万円） 前第３四半期（百万円） 増減率

売上高 77,506 80,555 △3.8％

セグメント利益（事業利益） 5,636 5,218 8.0％
 

 

　 [地域別売上状況]

 当第３四半期（百万円） 前第３四半期（百万円） 増減率

東南アジア 52,498 54,181 △3.1％

北東アジア 25,008 26,373 △5.2％
 

 

　　 （地域別の状況）

東南アジア全体の売上高は、前年同期比3.1％の減少となりました。

タイでは、「植物物語」ボディソープが堅調に推移し、円貨換算後の全体の売上は前年同期を上回りました。

また、マレーシアでは洗濯用洗剤「トップ」が堅調に推移しましたが、洗剤原料の製造子会社が事業の合弁化に

より前期に連結対象から外れたため、円貨換算後の全体の売上は前年同期を下回りました。

北東アジア全体の売上高は、前年同期比5.2％の減少となりました。

韓国では、「キレイキレイ」ハンドソープが堅調に推移しましたが、事業環境の悪化により円貨換算後の全体の

売上は前年同期を下回りました。

また、中国では、「システマ」ハブラシが堅調に推移するとともに、日本からの輸入品の販売が大幅に増加し、

円貨換算後の全体の売上は前年同期を大幅に上回りました。

 
④ その他

その他（建設請負事業等）では、全体の売上高は、前年同期比0.9％の増加となりました。セグメント利益は、

前年同期比14.3％の減少となりました。

 

 当第３四半期（百万円） 前第３四半期（百万円） 増減率

売上高 24,891 24,665 0.9％

セグメント利益（事業利益） 949 1,108 △14.3％
 

 

(2) 財政状態の分析

資産合計は、有形固定資産の増加等により、前連結会計年度末と比較して29億７千２百万円増加し、3,583億３

千７百万円となりました。資本合計は、96億４千２百万円増加し、2,139億１千４百万円となり、親会社所有者帰

属持分比率は56.4％となりました。

　

EDINET提出書類

ライオン株式会社(E00991)

四半期報告書

 6/39



 

(3) キャッシュ・フローの状況

営業活動によるキャッシュ・フローは、税引前四半期利益等により、181億５千万円の資金の増加となりました。

（前年同期は155億６千７百万円の資金の増加）

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出等により、158億４千１百万円の資金の減

少となりました。（前年同期は58億３千５百万円の資金の減少）

財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払額等により、100億８千９百万円の資金の減少となりまし

た。（前年同期は84億７千万円の資金の減少）

以上の結果、当第３四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物の期末残高は、前連結会計年度末に比べ79億３

千５百万円減少し、970億３千７百万円となりました。また、前第３四半期連結会計期間末に比べて44億６千７百万

円増加しました。

 
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な変更はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

 

① 基本方針の内容

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の経営理念及び企業価値の源泉並びに当社を支

えるステークホルダーとの信頼関係を理解し、当社の企業価値ひいては株主の皆さまの共同の利益を継続的かつ持

続的に確保、向上していくことを可能とする者であることが必要と考えております。

当社は、当社の支配権の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的には当社の株主全体の意思にもとづいて

行われるべきものと考えております。また当社は、当社株式等について大規模買付行為がなされる場合、当社の企

業価値の向上や株主共同の利益に資するものであれば、これを否定するべきではないと考えております。

しかしながら、株式等の大規模買付行為の中には、係る行為の目的等が当社の企業価値・株主共同の利益を明白

に侵害するおそれのあるもの、株主に株式等の売却を事実上強要するおそれのあるもの、当社の取締役会や株主に

対して当該行為に係る提案内容や代替案等を検討するための十分な時間や情報を与えないものなど当社の企業価

値・株主共同の利益を毀損するおそれのあるものも想定されます。

当社は、このような企業価値・株主共同の利益に資さない大規模買付行為を行う者は、当社の財務及び事業の方

針の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大規模買付行為に対しては、必要かつ相当な措置

をとることにより、当社の企業価値ひいては株主の皆さまの共同の利益を確保する必要があると考えております。

 

② 基本方針の実現に資する特別な取組み

(ⅰ)当社の企業理念

当社は、1891年の創業以来、長きにわたり人々の健康と清潔で快適な暮らしに役立つ優良製品の提供を通じ、社

会に貢献することを目指してまいりました。製品開発にあたっては、弛まぬ技術革新への挑戦により日本初の食

器・野菜専用洗剤による公衆衛生への貢献、ハミガキにおいては日本初となるラミネートチューブの開発、フッ素

入りハミガキの発売など常にそれぞれの時代におけるお客様満足の向上を考え、画期的な技術、製品を導入してま

いりました。

また、環境保全への取組みは、当社洗浄剤事業の技術革新の歴史でもありました。日本初の高性能無リン洗剤の

開発による河川・湖沼の水質の改善、洗浄成分の主原料を植物由来とする洗剤の開発によるCO2の排出削減への貢献

など事業を通じた環境問題の取組みについて重要な使命と捉え継続的に注力してまいりました。

さらに、『「愛の精神の実践」を経営の基本とし、人々の幸福と生活の向上に寄与する』との社是の下、当社は

社会貢献にも積極的に取り組んでまいりました。創業間もない1900年には、慈善券付のハミガキを発売、その売上

からの寄付により多くの孤児院が設立されました。そして大正年間には、わが国初となる本格的な口腔衛生啓発活

動を開始しております。こうした社会奉仕の理念は、現在も当社に受け継がれ、今日の様々な社会貢献活動につな

がっております。
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このような一貫した「企業理念に基づく事業活動」の継続により、現在の当社事業は、ハミガキ、ハブラシ、洗

濯用洗剤、ハンドソープなどの日用品、解熱鎮痛薬、点眼剤などの一般用医薬品等、生活に欠かすことのできない

製品分野にわたり、事業展開エリアもアジア主要各国に広がりました。さまざまな事業分野、そして国々で、当社

の主要ブランドは多くのお客様からご愛顧をいただき、当社の企業価値の源泉になっていると考えております。

 
(ⅱ)企業価値向上に向けた取組み

2018年には、外部環境の中長期的な変化を踏まえ、将来に向けた変革を加速させるために2030年に向けた新経営

ビジョン「次世代ヘルスケアのリーディングカンパニーへ」を掲げるとともに、その実現に向け2020年までの３ヵ

年を期間とする新中期経営計画「ＬＩＶＥ計画（LION Value Evolution Plan）」（ライブ計画）を策定しました。

「ＬＩＶＥ計画」では、「次世代ヘルスケアカンパニーへの進化」をテーマとし、国内・海外において将来を見

据えた成長のための取組みや体制整備を進めるとともに、経営効率の向上を更に加速させ収益体質の強化を目指し

ます。

 
◇ビジョン実現に向けた戦略フレーム

①新価値創造による事業の拡張・進化

様々なテクノロジーやサービスとの新結合により、一人ひとりの「心と身体のヘルスケア」を実現する新し

い事業価値を創出します。

②グローカライゼーションによる海外事業の成長加速

成長するアジア市場を中心に、グローバル化とローカル化の融合を図り、独自の競争優位を創出し、事業規

模の拡大と参入エリアの拡張を推進します。

③事業構造改革による経営基盤の強化

環境変化を先取りした経営インフラの整備や事業ポートフォリオの見直し等により、持続的な事業成長を可

能とする収益基盤の強化に取り組みます。

④変革に向けたダイナミズムの創出

“多様でオープンな”人材・組織・文化で、グローバル競争に勝ち抜く企業力の醸成を目指します。

 
ビジョンの実現に向け、上記「ＬＩＶＥ計画」の戦略を着実に実行し、企業価値の向上を目指してまいります。

 
(ⅲ)コーポレート・ガバナンスについて

当社は、経営の透明性を高め監督機能の強化と意思決定の迅速化を図り、コンプライアンスを確保することを

コーポレート・ガバナンス上の最重要課題と位置付けております。

当社は、コーポレート・ガバナンス体制の一層の強化を目的に2017年３月に社外取締役を１名増員し、社外取締

役３名を含む９名の取締役で取締役会を構成しております。経営の監督と執行の分離を図るため執行役員制を導入

しており、取締役会は「経営の意思決定及び監督機能」を、執行役員会は「業務執行機能」をそれぞれ担っており

ます。取締役及び執行役員の任期はいずれも１年です。当社は監査役会を設置しており、常勤監査役２名、社外監

査役２名の４名で構成しております。監査役は取締役会のほか重要な会議に出席し、取締役の職務執行状況を監査

するとともに、内部監査担当者及び会計監査人と緊密な連携を保ち、情報交換を行い、相互の連携を深め、監査の

有効性・効率性を高めております。取締役、監査役、執行役員の選任及び報酬等に関する方針については、客観

性、透明性を高めるため社外取締役及び社外監査役で構成される「指名諮問委員会」「報酬諮問委員会」に取締役

会がそれぞれ諮問し、同委員会の答申を最大限尊重することとしております。また、社会通念上の視点から経営の

評価を行うため社外有識者で構成される「アドバイザリー・コミッティ」を設置しております。

 

③ 基本方針に照らして不適切な者によって支配されることを防止するための取組み（買収防衛策）

当社は、2018年３月29日開催の第157期定時株主総会において「当社株式等の大規模買付行為に関する対応策（買

収防衛策）」（以下、「本プラン」といいます。）の継続についてご承認いただいております。本プランは、当社

株式等の大規模買付行為を行おうとする者（以下、「買付者等」といいます。）が遵守すべき手続きを明確にし、

株主及び投資家の皆さまが適切な判断をするために必要かつ十分な情報及び時間並びに買付者等との交渉の機会を

確保することを可能とするものであり、買付者等が本プランに定める手続きを遵守しない場合や、当社の企業価

値・株主共同の利益を著しく損なうものと認められる場合には対抗措置の発動を警告するものであります。
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本プランの対象となる大規模買付行為とは、以下の(ⅰ)または(ⅱ)に該当する当社株式等の買付けまたはこれに

類似する行為であります。

　(ⅰ) 当社が発行者である株式等について、保有者の株式等保有割合が20％超となる買付け

　(ⅱ) 当社が発行者である株式等について、公開買付けに係る株式等の株式等所有割合及び

　　　 その特別関係者の株式等所有割合の合計が20％超となる公開買付け

本プランに従った対抗措置の発動等については、当社取締役会の恣意的判断を排するために、当社の業務執行を

行う経営陣から独立している社外取締役及び社外監査役で構成される企業統治委員会の勧告を最大限尊重するとと

もに、株主及び投資家の皆さまに適時に情報開示し透明性を確保するものとしております。

本プランは、買付者等が本プランに定める手続きに従うことなく大規模買付け等を行う場合に企業統治委員会が

対抗措置の発動を勧告する場合及び企業統治委員会が対抗措置の不発動を勧告する場合を除き、対抗措置の発動の

是非に関し株主の皆さまの意思を確認するために、当社取締役会は、実務上可能な限り速やかに株主総会を開催

し、対抗措置の発動の是非に関する議案を付議するものとしております。

 

④ 本プランの合理性

当社取締役会は、以下の理由から、本プランが基本方針に沿うものであること、株主の共同の利益を損なうもの

ではないこと、当社役員の地位の維持を目的とするものではないと判断しております。

(ⅰ) 買収防衛策に関する指針の要件をすべて充足していること

本プランは、経済産業省及び法務省が2005年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保または向

上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、事前開

示・株主意思の原則、必要性・相当性確保の原則）を充足しており、また、企業価値研究会が2008年６月30日に

公表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」を踏まえた内容となっております。

(ⅱ) 当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること

本プランは、当社株式等に対する大規模買付け等がなされようとする際に、当該大規模買付け等に応じるべき

か否かを株主の皆さまがご判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や期間を確保

し、株主の皆さまのために買付者等と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値・株主共同の

利益を確保し、向上させるという目的をもって導入されるものであります。

(ⅲ) 株主意思を重視するものであること

本プランは、買付者等が本プランに定める手続きに従うことなく大規模買付け等を行う場合に企業統治委員会

が対抗措置の発動を勧告する場合及び企業統治委員会が対抗措置の不発動を勧告する場合を除き、買付者等によ

る大規模買付け等に対する対抗措置発動の是非について株主の皆さまの意思を直接確認するものであります。

また、本プランの有効期間は、2021年３月開催予定の当社定時株主総会終結の時まででありますが、係る有効

期間の満了前であっても、当社株主総会において本プランの変更または廃止の決議がなされた場合には、本プラ

ンも当該決議に従い変更または廃止されることになります。従いまして、本プランの導入及び廃止には、株主の

皆さまの意思が十分反映される仕組みとなっております。

(ⅳ) 独立性の高い委員会の判断の重視と情報開示

当社は、本プランの導入に当たり、大規模買付け等への対抗措置の発動等に関する取締役会の恣意的判断を排

し、取締役会の判断及び対応の客観性及び合理性を確保することを目的として企業統治委員会を設置しておりま

す。

企業統治委員会は、当社の業務執行を行う経営陣から独立している、当社社外取締役、当社社外監査役の中か

ら当社取締役会により選任された者により構成されております。

また、当社は、必要に応じ企業統治委員会の判断の概要について株主及び投資家の皆さまに情報開示を行うこ

ととし、当社の企業価値・株主共同の利益に資するよう本プランの透明な運営が行われる仕組みを確保しており

ます。
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(ⅴ) 合理的かつ客観的発動要件の設定

本プランは、合理的かつ客観的な発動要件が充足されなければ発動されないように設定されており、当社取締

役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しております。

(ⅵ) デッドハンド型もしくはスローハンド型買収防衛策ではないこと

本プランは、当社株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により、いつでも廃止することができる

ものとしております。従って、本プランは、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交代させ

ても、なお発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。

また、当社は取締役の任期が現在１年のため、本プランはスローハンド型（取締役会の構成員の交代を一度に

行うことができないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもありません。

 

なお、詳細につきましては、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載しておりますのでご参照ください。

（http://v4.eir-parts.net/v4Contents/View.aspx?cat=tdnet&sid=1554566）

 

(5) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は80億９千２百万円であります。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,185,600,000

計 1,185,600,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間

末現在発行数(株)

(2019年９月30日)

提出日現在

発行数(株)

(2019年11月13日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 299,115,346 299,115,346
東京証券取引所
（市場第一部）

株主としての権利内容に制限
のない、標準となる株式
単元株式数　100株

計 299,115,346 299,115,346 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2019年７月１日～
2019年９月30日

─ 299,115 ─ 34,433 ─ 31,499
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(5) 【大株主の状況】

　　 　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については株主名簿の記載内容が確定できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（2019年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

① 【発行済株式】

2019年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

7,929,600
― ─

完全議決権株式(その他)
普通株式

290,966,200
2,909,662 ─

単元未満株式
普通株式

219,546
― ─

発行済株式総数 299,115,346 ― ―

総株主の議決権 ― 2,909,662 ―
 

(注) １「単元未満株式」の株式数の欄には当社所有の自己株式47株が含まれております。

２「完全議決権株式(その他)」及び「単元未満株式」の株式数の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式

が、それぞれ3,500株及び50株含まれております。

３「完全議決権株式(その他)」及び「単元未満株式」の株式数の欄には、役員報酬BIP信託が保有する当社株式

が、それぞれ475,200株及び71株含まれております。

 

② 【自己株式等】

  2019年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式）
ライオン株式会社

墨田区本所一丁目３番７号 7,929,600 ─ 7,929,600 2.65

計 ― 7,929,600 ─ 7,929,600 2.65
 

　(注) 役員報酬BIP信託が保有する当社株式は、上記自己保有株式には含まれておりません。

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．要約四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣

府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）第93条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報

告」（以下「IAS第34号」という。）に準拠して作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2019年７月１日から2019年

９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（2019年１月１日から2019年９月30日まで）に係る要約四半期連結財務

諸表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【要約四半期連結財務諸表】

(1) 【要約四半期連結財政状態計算書】

(単位：百万円)

 
注記
番号

前連結会計年度
(2018年12月31日)

当第３四半期
連結会計期間

(2019年９月30日)

資産    

　流動資産    

　　現金及び現金同等物 6 104,972 97,037

　　営業債権及びその他の債権 6 64,695 59,855

　　棚卸資産  42,057 43,635

　　その他の金融資産 6 2,582 3,375

　　その他の流動資産  1,626 2,791

　　流動資産合計  215,934 206,694

　非流動資産    

　　有形固定資産  81,546 86,267

　　のれん  182 182

　　無形資産  10,160 12,716

　　使用権資産  － 6,019

　　持分法で会計処理されている
　　投資

 8,606 9,058

　　繰延税金資産  5,889 3,143

　　退職給付に係る資産  7,799 9,234

　　その他の金融資産 6 25,097 24,023

　　その他の非流動資産  148 997

　　非流動資産合計  139,430 151,643

　資産合計  355,365 358,337
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(単位：百万円)

 
注記
番号

前連結会計年度
(2018年12月31日)

当第３四半期
連結会計期間

(2019年９月30日)

負債及び資本    

負債    

　流動負債    

　　営業債務及びその他の債務 6 116,980 101,725

　　借入金 6 1,417 1,391

　　未払法人所得税等  2,674 4,488

　　引当金  710 2,207

　　リース負債  － 1,541

　　その他の金融負債 6 907 359

　　その他の流動負債  7,051 8,109

　　流動負債合計  129,742 119,823

　非流動負債    

　　借入金 6 1,202 966

　　繰延税金負債  4,232 720

　　退職給付に係る負債  10,955 12,744

　　引当金  355 356

　　リース負債  － 5,760

　　その他の金融負債 6 3,183 2,653

　　その他の非流動負債  1,421 1,397

　　非流動負債合計  21,350 24,599

　負債合計  151,093 144,423

資本    

　資本金  34,433 34,433

　資本剰余金  34,715 34,768

　自己株式  △4,766 △4,738

　その他の資本の構成要素  10,920 9,569

　利益剰余金  115,806 128,049

　親会社の所有者に帰属する
　持分合計

 191,108 202,082

　非支配持分  13,163 11,831

　資本合計  204,271 213,914

負債及び資本合計  355,365 358,337
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(2) 【要約四半期連結損益計算書及び要約四半期連結包括利益計算書】

【要約四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

 
注記
番号

前第３四半期連結累計期間
(自　2018年１月１日
　至　2018年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2019年１月１日
　至　2019年９月30日)

売上高 4,5 258,713 261,962

売上原価  △131,714 △132,448

　売上総利益  126,998 129,513

販売費及び一般管理費  △106,085 △105,929

その他の収益 8,9 6,412 1,121

その他の費用  △1,118 △875

　営業利益 4 26,207 23,830

金融収益  552 506

金融費用  △115 △152

持分法による投資利益  607 677

　税引前四半期利益  27,250 24,862

法人所得税費用  △3,670 △6,171

　四半期利益  23,579 18,690

    

四半期利益の帰属    

　親会社の所有者  19,936 16,950

非支配持分  3,643 1,740

 四半期利益  23,579 18,690

    

１株当たり四半期利益    

　基本的１株当たり四半期利益(円) 11 68.60 58.31

　希薄化後１株当たり四半期利益(円) 11 68.51 58.24
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【第３四半期連結会計期間】

(単位：百万円)

 
注記
番号

前第３四半期連結会計期間
(自　2018年７月１日
　至　2018年９月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自　2019年７月１日
　至　2019年９月30日)

売上高  90,228 94,628

売上原価  △45,904 △47,633

　売上総利益  44,324 46,994

販売費及び一般管理費  △35,963 △35,869

その他の収益  353 109

その他の費用  △379 △293

　営業利益  8,334 10,941

金融収益  144 80

金融費用  △23 △37

持分法による投資利益  262 240

　税引前四半期利益  8,717 11,224

法人所得税費用  △2,090 △2,357

　四半期利益  6,627 8,866

    

四半期利益の帰属    

　親会社の所有者  6,000 8,260

非支配持分  626 605

 四半期利益  6,627 8,866

    

１株当たり四半期利益    

　基本的１株当たり四半期利益(円) 11 20.65 28.42

　希薄化後１株当たり四半期利益(円) 11 20.62 28.38
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【要約四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

 
注記
番号

前第３四半期連結累計期間
(自　2018年１月１日
　至　2018年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2019年１月１日
　至　2019年９月30日)

四半期利益  23,579 18,690

その他の包括利益    

純損益に振り替えられることのない項目    

その他の包括利益を通じて公正価値で
測定される金融資産の純変動

 △442 91

確定給付型退職給付制度の再測定額  ― 766

持分法適用会社におけるその他の
包括利益に対する持分

 52 △43

純損益に振り替えられることのない項目
合計

 △389 814

純損益に振り替えられる可能性のある
項目

   

キャッシュ・フロー・ヘッジの
公正価値の純変動

 △7 8

在外営業活動体の換算差額  △352 △761

持分法適用会社におけるその他の
包括利益に対する持分

 △320 △28

純損益に振り替えられる可能性のある
項目合計

 △680 △781

税引後その他の包括利益合計  △1,069 32

四半期包括利益  22,509 18,723

    

四半期包括利益の帰属    

親会社の所有者  18,787 16,822

非支配持分  3,721 1,900

四半期包括利益  22,509 18,723
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【第３四半期連結会計期間】

(単位：百万円)

 
注記
番号

前第３四半期連結会計期間
(自　2018年７月１日
　至　2018年９月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自　2019年７月１日
　至　2019年９月30日)

四半期利益  6,627 8,866

その他の包括利益    

純損益に振り替えられることのない項目    

その他の包括利益を通じて公正価値で
測定される金融資産の純変動

 △137 95

確定給付型退職給付制度の再測定額  ― △47

持分法適用会社におけるその他の
包括利益に対する持分

 25 0

純損益に振り替えられることのない項目
合計

 △112 48

純損益に振り替えられる可能性のある
項目

   

キャッシュ・フロー・ヘッジの
公正価値の純変動

 15 2

在外営業活動体の換算差額  1,312 △289

持分法適用会社におけるその他の
包括利益に対する持分

 △31 △31

純損益に振り替えられる可能性のある
項目合計

 1,297 △319

税引後その他の包括利益合計  1,185 △270

四半期包括利益  7,812 8,596

    

四半期包括利益の帰属    

親会社の所有者  6,674 7,942

非支配持分  1,138 653

四半期包括利益  7,812 8,596
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(3) 【要約四半期連結持分変動計算書】

前第３四半期連結累計期間(自　2018年１月１日　　至　2018年９月30日)

(単位：百万円)

 
注記
番号

親会社の所有者に帰属する持分

資本金 資本剰余金 自己株式

その他の資本の構成要素

新株予約権

その他の包括
利益を通じて
公正価値で測
定される金融
資産の純変動

キャッシュ・
フロー・ヘッ
ジの公正価値
の純変動

2018年１月１日残高  34,433 34,687 △4,805 210 13,826 4

四半期利益        

その他の包括利益      △405 △7

四半期包括利益合計  ― ― ― ― △405 △7

配当金 7       

自己株式の取得    △5    

自己株式の処分   19 34 △32   

株式報酬取引   29     

支配の喪失となら
ない子会社に対す
る所有者持分の変
動

  △48     

その他の資本の
構成要素から
利益剰余金への
振替

     △177  

所有者との取引額等
合計

 ― 0 29 △32 △177 ―

2018年９月30日残高  34,433 34,687 △4,776 178 13,242 △2
 

 

 
注記
番号

親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分 資本合計

その他の資本の構成要素

利益剰余金 合計在外営業活動
体の換算差額

合計

2018年１月１日残高  1,456 15,498 98,625 178,439 10,353 188,793

四半期利益   ― 19,936 19,936 3,643 23,579

その他の包括利益  △735 △1,148  △1,148 78 △1,069

四半期包括利益合計  △735 △1,148 19,936 18,787 3,721 22,509

配当金 7  ― △5,812 △5,812 △1,547 △7,360

自己株式の取得   ―  △5  △5

自己株式の処分   △32  21  21

株式報酬取引   ―  29  29

支配の喪失となら
ない子会社に対す
る所有者持分の変
動

  
―
 

 △48 652 604

その他の資本の
構成要素から
利益剰余金への
振替

  △177 177 ―  ―

所有者との取引額等
合計

 ― △209 △5,634 △5,814 △895 △6,709

2018年９月30日残高  721 14,140 112,927 191,412 13,180 204,593
 

　

EDINET提出書類

ライオン株式会社(E00991)

四半期報告書

20/39



 

当第３四半期連結累計期間(自　2019年１月１日　　至　2019年９月30日)

(単位：百万円)

 
注記
番号

親会社の所有者に帰属する持分

資本金 資本剰余金 自己株式

その他の資本の構成要素

新株予約権

その他の包括
利益を通じて
公正価値で測
定される金融
資産の純変動

確定給付型退
職給付制度の
再測定額

2019年１月１日残高  34,433 34,715 △ 4,766 165 10,800 ―

会計方針の変更に
よる累積的影響額

3       

2019年１月１日残高

(修正後)
 34,433 34,715 △ 4,766 165 10,800 ―

四半期利益        

その他の包括利益      78 766

四半期包括利益合計  ― ― ― ― 78 766

配当金 7       

自己株式の取得    △2    

自己株式の処分   △7 29 △21   

株式報酬取引   61     

その他の資本の
構成要素から
利益剰余金への
振替

     △434 △766

所有者との取引額等
合計

 ― 53 27 △21 △434 △766

2019年９月30日残高  34,433 34,768 △4,738 143 10,444 ―
 

 

 
注記
番号

親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分 資本合計

その他の資本の構成要素

利益剰余金 合計
キャッシュ・
フロー・ヘッ
ジの公正価値
の純変動

在外営業活動
体の換算差額

合計

2019年１月１日残高  △8 △36 10,920 115,806 191,108 13,163 204,271

会計方針の変更に
よる累積的影響額

3   ― △94 △94 △0 △94

2019年１月１日残高

(修正後)
 △8 △36 10,920 115,711 191,014 13,162 204,177

四半期利益    ― 16,950 16,950 1,740 18,690

その他の包括利益  8 △981 △127  △127 160 32

四半期包括利益合計  8 △981 △127 16,950 16,822 1,900 18,723

配当金 7   ― △5,813 △5,813 △3,232 △9,045

自己株式の取得    ―  △2  △2

自己株式の処分    △21  0  0

株式報酬取引    ―  61  61

その他の資本の
構成要素から
利益剰余金への
振替

   △1,200 1,200 ―  ―

所有者との取引額等
合計

 ― ― △1,222 △4,612 △5,754 △3,232 △8,986

2019年９月30日残高  △0 △1,017 9,569 128,049 202,082 11,831 213,914
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(4) 【要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)

 注記
番号

前第３四半期連結累計期間
(自　2018年１月１日
　至　2018年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2019年１月１日
　至　2019年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前四半期利益  27,250 24,862

減価償却費及び償却費  6,396 7,538

減損損失  29 109

受取利息及び受取配当金  △499 △506

支払利息  115 114

持分法による投資損益(△は益)  △607 △677

固定資産処分損益(△は益)  △5,099 206

営業債権及びその他の債権の増減額
(△は増加)

 △2,301 4,761

棚卸資産の増減額(△は増加)  △6,648 △1,991

営業債務及びその他の債務の増減額
(△は減少)

 2,442 △15,143

退職給付に係る資産及び負債の増減額  1,528 1,414

その他  △129 2,347

小計  22,476 23,034

利息及び配当金の受取額  699 673

利息の支払額  △91 △52

法人所得税の支払額  △7,516 △5,505

営業活動によるキャッシュ・フロー  15,567 18,150

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の純増減額(△は増加)  △490 △778

有形固定資産の取得による支出  △11,420 △12,607

有形固定資産の売却による収入  6,728 16

無形資産の取得による支出  △708 △3,698

その他の金融資産の取得による支出  △112 △251

その他の金融資産の売却による収入  405 1,525

その他 9 △237 △47

投資活動によるキャッシュ・フロー  △5,835 △15,841

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入れによる収入  2,430 －

短期借入金の返済による支出  △3,942 －

長期借入金の返済による支出  △135 △126

非支配持分からの払込みによる収入  327 －

配当金の支払額  △5,807 △5,813

非支配持分への配当金の支払額  △1,547 △3,232

リース負債の返済による支出  － △915

その他  204 △2

財務活動によるキャッシュ・フロー  △8,470 △10,089

現金及び現金同等物に係る換算差額  △92 △154

現金及び現金同等物の増減額(△は減少)  1,168 △7,935

現金及び現金同等物の期首残高  91,401 104,972

現金及び現金同等物の四半期末残高  92,570 97,037
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【要約四半期連結財務諸表注記】

１．報告企業

ライオン株式会社(以下、「当社」という。)は、日本の会社法に基づいた日本に所在する企業であります。当社及

びその子会社（以下、「当社グループ」という。）の要約四半期連結財務諸表は、2019年９月30日を末日とし、当社

及び子会社、並びに関連会社に対する当社グループの持分等により構成されております。

当社グループの主な事業内容及び主要な活動につきましては、注記「４．セグメント情報」に記載しております。

 

２．作成の基礎

(1) IFRSに準拠している旨

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、四半期連結財務諸表規則第１条の２に規定する「指定国際会計基準

特定会社」の要件を満たすことから、同第93条の規定により、IAS第34号「期中財務報告」に準拠して作成しており

ます。

 

(2) 要約四半期連結財務諸表の承認

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、2019年11月６日開催の取締役会により承認されております。

 

(3) 測定の基礎

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、公正価値で測定される金融商品等を除き、取得原価を基礎として作

成しております。

 
(4) 機能通貨及び表示通貨

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、当社の機能通貨である日本円を表示通貨としており、百万円未満を

切り捨てて表示しております。

 
(5) 会計上の見積り、判断及び仮定

当社グループの要約四半期連結財務諸表の作成において、経営者は、会計方針の適用並びに資産、負債、収益及

び費用の報告額に影響を及ぼす見積り、判断及び仮定の設定を行っております。実際の業績はこれらの見積りとは

異なる場合があります。

見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直しております。これらの見積りの見直しによる影響は、当該見積

りを見直した期間及び将来の期間において認識しております。

本要約四半期連結財務諸表における重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判断は、前連結会計年度に係る連結

財務諸表と同様であります。

 
３．重要な会計方針

当社グループが本要約四半期連結財務諸表において適用する会計方針は、以下を除き、前連結会計年度に係る連結

財務諸表において適用した会計方針と同様であります。

 

当社グループは、第１四半期連結会計期間よりIFRS第16号「リース」（2016年１月公表）（以下、「IFRS第16

号」）を適用しております。IFRS第16号の適用にあたっては、経過措置として認められている、本基準の適用による

累積的影響を適用開始日（2019年１月１日）に認識する方法を採用しております。

IFRS第16号の適用に伴い、契約の開始時に、当該契約がリース又はリースを含んだものであるのかどうかを判定し

ております。契約が特定された資産の使用を支配する権利を一定期間にわたり対価と交換に移転する場合には、当該

契約はリースであるか又はリースを含んでおります。

 
(ⅰ)借手としてのリース

リースの開始日において、使用権資産及びリース負債を認識しております。使用権資産は開始日においてリース

負債の当初測定額に当初直接コスト等を調整し、リース契約に基づき要求される原状回復義務等のコストを加えた

額で当初の測定を行っております。開始日後においては、原価モデルを適用して、取得原価から減価償却累計額及

び減損損失累計額を控除して測定しております。使用権資産は、当グループがリース期間の終了時にリース資産の

所有権を取得することが合理的に確実である場合を除き、開始日から耐用年数又はリース期間の終了時のいずれか

早い時まで、定額法により減価償却しております。リース期間については、リースの解約不能期間に加えて、行使
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することが合理的に確実である場合におけるリースの延長オプションの対象期間と、行使しないことが合理的に確

実である場合におけるリースの解約オプションの対象期間を含む期間として決定しております。

リース負債は、開始日において同日現在で支払われていないリース料を借手の追加借入利率で割り引いた現在価

値で測定しております。開始日後においては、リース負債に係る金利や、支払われたリース料を反映するように

リース負債の帳簿価額を増減しております。リースの条件変更が行われた場合には、リース負債を再測定しており

ます。また、リースの条件変更のうち独立したリースとして会計処理されず、かつリースの範囲を減少させるもの

については、使用権資産の帳簿価額をリースの部分的又は全面的な解約を反映するように減額し、リースの部分的

又は全面的な解約に係る利得又は損失を純損益に認識しております。それ以外のリースの条件変更については、使

用権資産に対して対応する修正を行っております。

　なお、短期リースまたは少額資産のリースについては、リース料をリース期間にわたり定額法により費用認識し

ております。

 
（ⅱ）貸手としてのリース

リースはオペレーティング・リース又はファイナンス・リースのいずれかに分類しております。原資産の所有に

伴うリスクと経済価値のほとんどすべてを移転する場合には、ファイナンス・リースに分類し、原資産の所有に伴

うリスクと経済価値のほとんどすべてを移転するものでない場合には、オペレーティング・リースに分類しており

ます。リースがファイナンス・リースなのかオペレーティング・リースなのかは、契約の形式ではなく取引の実質

に応じて判定しております。

(a)ファイナンス・リース

リースの開始日において、ファイナンス・リースに基づいて保有している資産は、正味リース投資未回収額に

等しい金額で債権として表示しております。

(b)サブリース

サブリースを分類する際に、中間の貸手は、ヘッドリースから生じる使用権資産を参照して分類しておりま

す。
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IFRS第16号への移行により、使用権資産5,194百万円、その他の金融資産（流動資産）111百万円、その他の流動資

産473百万円、その他の非流動資産679百万円、繰延税金資産42百万円及びリース負債6,595百万円を追加的に認識し、

利益剰余金94百万円及び非支配持分0百万円の減少を認識しております。リース契約に基づき要求される原状回復義務

等のコストについて有形固定資産から使用権資産へ120百万円の表示組替を行っております。IFRS第16号適用開始日に

認識したリース負債に適用している借手の追加借入利子率の加重平均は1.1％です。

IAS第17号「リース」（以下「IAS第17号」）のもとでファイナンス・リースに分類していたリースについて、適用

開始日現在の使用権資産及びリース負債の帳簿価額は、IAS第17号を適用して測定した同日直前におけるリース資産及

びリース負債の帳簿価額としており、有形固定資産から使用権資産へ765百万円、その他の金融負債からリース負債へ

の533百万円の表示組替を行っております。

前連結会計年度末現在でIAS第17号を適用して開示したオペレーティング・リース約定について適用開始日現在の

追加借入利子率で割り引いた額と、適用開始日現在の連結財政状態計算書に認識したリース負債の額との間の調整

は、以下のとおりです。

（単位：百万円）

前連結会計年度末現在でIAS第17号を適用して開示したオペレーティング・リース約定につ
いて適用開始日現在の追加借入利子率で割り引いた額

2,473

(a) 短期リース及び少額資産のリース
(b) 前連結会計年度末現在で認識したファイナンス・リース債務
(c) 適用開始日現在の連結財政状態計算書に認識した解約不能でないオペレーティング・

リース債務

△6
533
 

4,128

適用開始日現在の連結財政状態計算書に認識したリース負債の額 7,128
 

 
貸手となるリースについては、サブリースを分類する際に、ヘッドリースから生じる使用権資産を参照して分類す

る方法に変更しております。
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４．セグメント情報

(1) 報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。

当社グループは、製品別の事業本部を置き、各事業本部は、取り扱う製品の包括的な戦略を立案し、事業活動を

展開しております。国内の関係会社は、製品・サービスの特性に応じて営業活動を行っております。

海外の関係会社は、独立した経営単位であり、地域の特性に応じて営業活動を行っております。

したがって、当社グループは、事業本部及び会社を基礎とした製品・サービス別及び地域別のセグメントから構

成されており、「一般用消費財事業」、「産業用品事業」、「海外事業」の３つの報告セグメントに区分しており

ます。

 
当社グループの報告セグメントは、以下のとおりであります。

①　一般用消費財事業

主に日本において、日用品、一般用医薬品、機能性食品の製造販売及び売買を行っております。

(主要製品)ハミガキ、ハブラシ、ハンドソープ、解熱鎮痛薬、点眼剤、栄養ドリンク剤、洗濯用洗剤、台所

用洗剤、柔軟剤、住居用洗剤、漂白剤、ペット用品

②　産業用品事業

主に日本及び海外諸地域に対する化学品原料、業務用品等の製造販売及び売買を行っております。

(主要製品)油脂活性剤、導電性カーボン、業務用洗浄剤

③　海外事業

海外の関係会社において、主に日用品の製造販売及び売買を行っております。

④　その他

日本において当社の子会社が、主に当社グループの各事業に関連した事業を行っております。

(主要製品及びサービス)建設請負、不動産管理、輸送保管、人材派遣
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(2) 報告セグメントの売上高及び業績

前第３四半期連結累計期間(自　2018年１月１日　至　2018年９月30日)

(単位：百万円)

　

報告セグメント

その他 計
調整額
(注)２

連結
(注)３一般用

消費財事業
産業用品
事業

海外事業

売上高 　　 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客への
　　売上高

157,534 24,693 72,640 3,827 258,696 16 258,713

(2) セグメント間の
　　内部売上高又は
　　振替高(注)１

12,005 17,672 7,914 20,837 58,430 △58,430 ―

計 169,539 42,365 80,555 24,665 317,126 △58,413 258,713

事業利益 13,194 1,899 5,218 1,108 21,419 △506 20,913

その他の収益

      

6,412

その他の費用 △1,118

営業利益 26,207

金融収益 552

金融費用 △115

持分法による投資利益 607

税引前四半期利益 27,250
 

(注) １ 報告セグメント内の内部取引を含んでおります。

　　 ２　事業利益の調整額△506百万円は、主に内部取引消去額及び報告セグメントに帰属しない全社費用でありま

す。

　　 ３　売上総利益から事業利益への調整は以下の通りです。

 
　売上総利益　　　　　　　 126,998

　販売費及び一般管理費　 △106,085

　事業利益　　　　　　　　 20,913

 

　事業利益は、売上総利益から販売費及び一般管理費を控除した利益であり、当社の取締役会では事業利益

に基づいて事業セグメントの実績を評価しております。
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当第３四半期連結累計期間(自　2019年１月１日　至　2019年９月30日)

(単位：百万円)

　

報告セグメント

その他 計
調整額
(注)２

連結
(注)３一般用

消費財事業
産業用品
事業

海外事業

売上高 　　 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客への
　　売上高

164,588 24,353 70,519 2,475 261,936 25 261,962

(2) セグメント間の
　　内部売上高又は
　　振替高(注)１

11,458 16,605 6,987 22,416 57,467 △57,467 ―

計 176,046 40,959 77,506 24,891 319,404 △57,441 261,962

事業利益 15,968 1,177 5,636 949 23,732 △148 23,583

その他の収益

      

1,121

その他の費用 △875

営業利益 23,830

金融収益 506

金融費用 △152

持分法による投資利益 677

税引前四半期利益 24,862
 

(注) １ 報告セグメント内の内部取引を含んでおります。

　　 ２　事業利益の調整額△148百万円は、主に内部取引消去額及び報告セグメントに帰属しない全社費用でありま

す。

　　 ３　売上総利益から事業利益への調整は以下の通りです。

 
　売上総利益　　　　　　　 129,513

　販売費及び一般管理費　 △105,929

　事業利益　　　　　　　　 23,583

 

　事業利益は、売上総利益から販売費及び一般管理費を控除した利益であり、当社の取締役会では事業利益

に基づいて事業セグメントの実績を評価しております。
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５．収益

当社グループは、事業本部及び会社を基礎とした製品・サービス別及び地域別のセグメントから構成されており、

「一般用消費財事業」、「産業用品事業」、「海外事業」の３つの報告セグメントに区分されております。当該報告セ

グメントは、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているも

のであることから、当該報告セグメント及び報告セグメントの各事業に関連した事業において計上された収益を売上高

として表示しております。また、売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

上記分解した売上高とセグメント売上高との関連は、以下のとおりであります。

　

前第３四半期連結累計期間(自　2018年１月１日　至　2018年９月30日)

(単位：百万円)

 日本 アジア その他 合計

   内、タイ   

一般用消費財 157,223 282 ― 28 157,534

産業用品 22,985 1,140 273 567 24,693

海外 ― 71,736 32,141 903 72,640

その他 3,827 ― ― ― 3,827

計 184,037 73,160 32,414 1,499 258,696

調整額 16 ― ― ― 16

連結 184,054 73,160 32,414 1,499 258,713
 

 
当第３四半期連結累計期間(自　2019年１月１日　至　2019年９月30日)

(単位：百万円)

 日本 アジア その他 合計

   内、タイ   

一般用消費財 164,086 486 ― 14 164,588

産業用品 22,384 1,731 220 237 24,353

海外 ― 69,783 32,955 735 70,519

その他 2,475 ― ― ― 2,475

計 188,946 72,001 33,175 988 261,936

調整額 25 ― ― ― 25

連結 188,972 72,001 33,175 988 261,962
 

 
一般用消費財事業は、主に日本において、日用品、一般用医薬品、機能性食品の製造販売及び売買を行っており、主

に国内の小売業又は卸売業を営む企業及び個人を顧客としております。

産業用品事業は、主に日本及び海外諸地域に対する化学品原料、業務用品等の製造販売及び売買を行っており、主に

国内の化学品メーカー・ホテル・レストラン・病院・介護施設・学校・官公庁・食品工場・リネンサプライ工場・ク

リーニング店などを顧客としております。

　海外事業は、海外の関係会社において、主に日用品の製造販売及び売買を行っており、主に海外の小売業及び卸売業

を営む企業を顧客としております。

その他は、日本において当社の子会社が、建設請負等、主に当社グループの各事業に関連した事業を行っておりま

す。
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６．金融商品

（金融商品の公正価値）

公正価値ヒエラルキーのレベル別分類

以下の表は、金融商品の公正価値を評価方法ごとに分析したものであります。

公正価値の測定に利用するインプットをもとにそれぞれのレベルを以下のように分類しております。

なお、インプットには、株価、為替レート並びに金利及び金融商品価格等に係る指数が含まれております。

・レベル１：活発な市場における公表価格により測定された公正価値

・レベル２：レベル１以外の、観察可能な価格を直接又は間接的に使用して算定された公正価値

・レベル３：観察可能な市場データに基づかないインプットを含む、評価技法から算出された公正価値

 
(1) 公正価値で測定される金融商品

公正価値で測定される資産及び負債は以下のとおりであります。

(単位：百万円)

 
前連結会計年度（2018年12月31日）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

金融資産
その他の金融資産

その他の包括利益を通じて公正価値で測定される
金融資産

 
 
 

21,682

 
 
 
―

 
 
 

2,319

 
 
 

24,002

合計 21,682 ― 2,319 24,002

金融負債
その他の金融負債

ヘッジ会計を適用しているデリバティブ負債

 
 

 ―

 
 

 12

 
 

 ―

 
 
12

合計 ― 12 ― 12
 

 
(単位：百万円)

 
当第３四半期連結会計期間（2019年9月30日）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

金融資産
その他の金融資産

その他の包括利益を通じて公正価値で測定される
金融資産

 
 
 

20,093

 
 
 
―

 
 
 

2,838

 
 
 

22,932

合計 20,093 ― 2,838 22,932

金融負債
その他の金融負債

ヘッジ会計を適用しているデリバティブ負債

 
 

 ―

 
 
 0

 
 
―

 
 
0

合計 ― 0 ― 0
 

 
当社グループは、振替の原因となった事象又は状況の変化が認められた時点で、公正価値ヒエラルキーのレベル間

の振替を行っております。なお、前連結会計年度、当第３四半期連結会計期間において、レベル１，２及び３の間の

振替はありません。

 

EDINET提出書類

ライオン株式会社(E00991)

四半期報告書

30/39



 

公正価値の算定方法は以下のとおりであります。

 

　・デリバティブ資産及び負債

デリバティブ資産及び負債は、取引先金融機関から提示された価格等によっております。

 
　・資本性金融商品

市場価格が入手できる場合は、市場価格を用いております。市場価格が入手できない金融商品の公正価値に関し

ては、主として、純資産に基づく評価モデル（株式発行会社の純資産に基づき、時価評価により修正すべき事項が

ある場合は修正した金額により、企業価値を算定する方法）等により見積もっております。

レベル３に分類された金融商品について、観察可能でないインプットを合理的に考え得る代替的な仮定に変更し

た場合に重要な公正価値の変動は見込まれていません。

 
　　レベル３に分類された金融商品の期首から四半期末までの変動は、以下のとおりであります。

 
(単位：百万円)

 
前第３四半期連結累計期間

(自　2018年１月１日
　至　2018年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2019年１月１日
　至　2019年９月30日)

期首残高 2,257 2,319

　利得又は損失（注） 11 300

　購入 105 218

　売却 △2 ―

　その他 △69 ―

期末残高 2,301 2,838
 

(注）利得又は損失は、各報告期間の末日時点のその他の包括利益を通じて公正価値で測定される金融資産に関するも

のであり、要約四半期連結包括利益計算書の「その他の包括利益を通じて公正価値で測定される金融資産の純変

動」に認識されております。

 
レベル３に分類される金融商品は、主に非上場株式により構成されており、担当部門が公正価値測定の評価方針及

び手続きに従い、公正価値を測定しております。また、公正価値の測定結果につきましては、適切な責任者が承認し

ております。非上場株式については、適切な評価技法を用いて算定された公正価値で測定しております。
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(2) 償却原価で測定される金融商品

償却原価で測定される主な金融商品に係る公正価値は以下のとおりであります。

なお、主に短期間で決済されるもの、変動金利を用い短期間で市場金利を反映しているものは、帳簿価額が公正価

値の合理的な近似値となっているため、以下の表には含めておりません（主として、現金及び現金同等物、営業債権

及びその他の債権、営業債務及びその他の債務）。

 
前連結会計年度(2018年12月31日)

(単位：百万円)

 帳簿価額

公正価値

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

償却原価で測定される金融負債      

借入金 2,619 ― 2,628 ― 2,628
 

 
当第３四半期連結会計期間(2019年９月30日)

(単位：百万円)

 帳簿価額

公正価値

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

償却原価で測定される金融負債      

借入金 2,358 ― 2,379 ― 2,379
 

 

公正価値の算定方法は以下のとおりであります。

・借入金

借入金の公正価値は、元利金の合計額を、同様に新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する

方法によっております。
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７．配当に関する事項

各年度における配当金の支払額は、以下のとおりであります。

　

前第３四半期連結累計期間(自　2018年１月１日　至　2018年９月30日)

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

2018年２月９日
取締役会

普通株式 2,910 10.00 2017年12月31日 2018年３月１日

2018年８月３日
取締役会

普通株式 2,911 10.00 2018年６月30日 2018年９月４日
 

　(注) １　2018年２月９日取締役会決議による配当金の総額には、役員報酬BIP信託が保有する自社の株式に対する配

当金５百万円が含まれております。

２　2018年８月３日取締役会決議による配当金の総額には、役員報酬BIP信託が保有する自社の株式に対する配

当金４百万円が含まれております。
　

当第３四半期連結累計期間(自　2019年１月１日　至　2019年９月30日)

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

2019年２月13日
取締役会

普通株式 2,911 10.00 2018年12月31日 2019年３月１日

2019年８月６日
取締役会

普通株式 2,911 10.00 2019年６月30日 2019年９月３日
 

　(注) １　2019年２月13日取締役会決議による配当金の総額には、役員報酬BIP信託が保有する自社の株式に対する配

当金４百万円が含まれております。

２　2019年８月６日取締役会決議による配当金の総額には、役員報酬BIP信託が保有する自社の株式に対する配

当金４百万円が含まれております。
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８．その他の収益

その他の収益の内訳は、以下のとおりであります。

　

(単位：百万円)

 
前第３四半期連結累計期間

(自　2018年１月１日
　至　2018年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2019年１月１日
　至　2019年９月30日)

 受取ロイヤリティー 199 242

 固定資産処分益（注） 5,455 ―

 その他 756 879

合計 6,412 1,121
 

（注）売却目的で保有する資産として区分していた資産の売却益を含めております。

 
９．子会社の売却

前第３四半期連結累計期間(自　2018年１月１日　至　2018年９月30日)

株式の売却により、支配を喪失した子会社の資産及び負債の内訳並びに受取対価と子会社の売却による支出の関係

は以下のとおりであります。

 
 (単位：百万円)

科目 金額

受取対価 2,332

支配の喪失時の資産及び負債  

　流動資産 1,638

　非流動資産 2,133

　流動負債 △1,682

連結子会社の売却に伴う利得（注） 243
 

 
（注）連結子会社の売却に伴う利得は、要約四半期連結損益計算書上、「その他の収益」に含めております。

 
 (単位：百万円)

対価 金額

現金による受取対価 ―

支配を喪失した子会社の現金及び現金同等物 △73

子会社の売却による支出（注） △73
 

 
（注）子会社の売却による支出は、要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書上、投資活動によるキャッシュ・フ

ローの「その他」に含めております。

 
当第３四半期連結累計期間(自　2019年１月１日　至　2019年９月30日)

該当事項はありません。
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10．偶発事象

保証債務の内訳は、以下のとおりであります。

(単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2018年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2019年９月30日)

ピーティーライオンウイングス 1,978 1,964

グローバル・エコケミカルズ・
マレーシア㈱

1,075 1,039

グローバル・エコケミカルズ・
インドネシア㈱

― 200

従業員 244 234

合計 3,298 3,438
 

(注)　上記保証債務は、保証先の借入金に対するものであります。

前連結会計年度の保証債務3,298百万円のうち1,527百万円については、当社の保証に対し他者からの再保証を

受けております。

当第３四半期連結会計期間の保証債務3,438百万円のうち1,501百万円については、当社の保証に対し他者から

の再保証を受けております。また、200百万円については、他者による債務保証に対し当社が再保証したもので

あります。
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11．１株当たり当期利益

(1) 基本的１株当たり四半期利益

 

　
前第３四半期連結累計期間

(自　2018年１月１日
　至　2018年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2019年１月１日
　至　2019年９月30日)

 親会社の所有者に帰属する四半期利益(百万円) 19,936 16,950

 普通株式の期中平均株式数(千株) 290,619 290,693

 基本的１株当たり四半期利益(円) 68.60 58.31
 

　

　
前第３四半期連結会計期間

(自　2018年７月１日
　至　2018年９月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自　2019年７月１日
　至　2019年９月30日)

 親会社の所有者に帰属する四半期利益(百万円) 6,000 8,260

 普通株式の期中平均株式数(千株) 290,638 290,710

 基本的１株当たり四半期利益(円) 20.65 28.42
 

 
(2) 希薄化後１株当たり四半期利益

 

　
前第３四半期連結累計期間

(自　2018年１月１日
　至　2018年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2019年１月１日
　至　2019年９月30日)

 親会社の所有者に帰属する四半期利益(百万円) 19,936 16,950

　四半期利益調整額(百万円) ― ―

希薄化後１株当たり四半期利益の計算に使用する
四半期利益(百万円)

19,936 16,950

普通株式の期中平均株式数(千株) 290,619 290,693

　ストックオプション(千株) 315 254

　役員報酬BIP信託（千株） 81 116

希薄化後普通株式の期中平均株式数(千株) 291,015 291,064

希薄化後１株当たり四半期利益(円) 68.51 58.24
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前第３四半期連結会計期間

(自　2018年７月１日
　至　2018年９月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自　2019年７月１日
　至　2019年９月30日)

 親会社の所有者に帰属する四半期利益(百万円) 6,000 8,260

　四半期利益調整額(百万円) ― ―

希薄化後１株当たり四半期利益の計算に使用する
四半期利益(百万円)

6,000 8,260

普通株式の期中平均株式数(千株) 290,638 290,710

　ストックオプション(千株) 298 242

　役員報酬BIP信託（千株） 86 121

希薄化後普通株式の期中平均株式数(千株) 291,023 291,074

希薄化後１株当たり四半期利益(円) 20.62 28.38
 

 
12．重要な後発事象

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

2019年８月６日開催の取締役会において、当中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　   2,911,856,990円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　 10円

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　  2019年９月３日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

2019年11月12日

ライオン株式会社

取締役会  御中
　

EY新日本有限責任監査法人
 

　
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   田　中　宏　和　㊞

 　　
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   伊　東　　　朋　㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているライオン株式会

社の2019年１月１日から2019年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(2019年７月１日から2019年９月

30日まで)及び第３四半期連結累計期間(2019年１月１日から2019年９月30日まで)に係る要約四半期連結財務諸表、すな

わち、要約四半期連結財政状態計算書、要約四半期連結損益計算書、要約四半期連結包括利益計算書、要約四半期連結

持分変動計算書、要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

要約四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第93条の規定により国際会計基準

第34号「期中財務報告」に準拠して要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は

誤謬による重要な虚偽表示のない要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部

統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から要約四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準

に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、国際会計基準第34号「期中財務

報告」に準拠して、ライオン株式会社及び連結子会社の2019年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四

半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況

を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
 

 

(注) １ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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